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(57) Abstract: Provided i s a tool ior assisting sitting posture, said tool scarcely
hindering body movements. The tool 1 for assisting sitting posture, which i s a
tool assisting a human's sitting posture, i s provided with a supporting part 10.
The supporting part 10 extends along the vertebral column o f a person in a sit
ting posture in such a manner as to support his/her vertebral column ：from be
hind. The supporting part 10 has a curved shape following the vertebral column
curvature.

(57) 要約： 身体の動 きが妨 げ られ に くい着座姿勢補助具 を提供
する。着座姿勢補助具 1 は、人の着座時の姿勢を補助する補助具
であって、支持部 1 0 を備 えている。支持部 1 0 は、着座姿勢に
ある人の脊椎 を後方か ら支持す るように当該脊椎に沿 って延在す
る。支持部 1 0 は、脊椎の湾曲に対応す る湾曲形状 を有 してい
る。
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明 細 書

発明の名称 ：着座姿勢補助具

技術分野

[0001 ] 本発明は、人の着座時の姿勢を補助する着座姿勢補助具に関する。

背景技術

[0002] 従来の着座姿勢補助具としては、例えば特許文献 1 に記載されたものがあ

る。同文献に記載された着座姿勢補助具は、椅子の背もたれに固定されたコ

ルセットを備えている。コルセットは、椅子に着座 したユーザの腰部に巻き

付けられる。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：特開 2 0 1 0 _ 1 5 8 2 8 2 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 特許文献 1 に記載された着座姿勢補助具によれば、着座時の姿勢を補助す

ることができる。着座姿勢を補助することは、着座時の腰にかかる負担の軽

減に資する。 しかしながら、この着座姿勢補助具においては、腰部の周囲全

体がコルセッ卜によって覆われることになる。このように着座姿勢補助具に

よって身体の広範囲が覆われることは、着座時の身体の動きが大きく妨げら

れる要因となる。

[0005] 本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、身体の動きが妨げられ

にくい着座姿勢補助具を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明による着座姿勢補助具は、着座姿勢にある人の脊椎を後方から支持

するように当該脊椎に沿って延在する支持部を備え、上記支持部は、上記脊

推の湾曲に対応する湾曲形状を有することを特徴とする。

[0007] この着座姿勢補助具においては、脊椎の湾曲に対応する湾曲形状を有する



支持部が設けられている。支持部は、着座時の脊椎を後方から支持する。こ

れにより、着座姿勢を補助することができる。 しかも、この支持部は、脊椎

に沿って延在する形状をしている。このため、着座姿勢補助具によつて覆わ

れる身体の範囲を狭 く限定することができる。

発明の効果
[0008] 本発明によれば、身体の動きが妨げられにくい着座姿勢補助具が実現され

る。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1]本発明による着座姿勢補助具の第 1 実施形態を示す斜視図である。

[ 図2] 図 1 の着座姿勢補助具を示す正面図である。

[ 図3] 図 1 の着座姿勢補助具を示す側面図である。

[ 図4] 図 1 の着座姿勢補助具における支持部の構成を説明するための側面図で

ある。

[ 図5] 図 1 の着座姿勢補助具の使用時の状態を説明するための図である。

[ 図6] 図 1 の着座姿勢補助具における固定部の構成を説明するための側面図で

ある。

[ 図7]本発明による着座姿勢補助具の第 2 実施形態を示す斜視図である。

[ 図8] 図 7 の着座姿勢補助具における支持部を示す断面図である。

[ 図9]着座姿勢補助具の変形例を説明するための側面図である。

[ 図10]変形例に係る支持部を示す正面図である。

[ 図11] 図 1 0 の支持部を示す側面図である。

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、図面を参照 しつつ、本発明の実施形態について詳細に説明する。な

お、図面の説明においては、同一要素には同一符号を付 し、重複する説明を

省略する。

(第 1 実施形態）

[001 1] 図 1 は、本発明による着座姿勢補助具の第 1 実施形態を示す斜視図である

。図 2 は、図 1 の着座姿勢補助具を示す正面図である。また、図 3 は、図 1



の着座姿勢補助具 を示す側面図である。着座姿勢補助具 1 は、人の着座時の

姿勢 を補助 する補助具 であ って、支持部 1 0 及び固定部 2 0 を備 えている。

[001 2] 支持部 1 0 は、着座姿勢 にある人の脊椎 （背 中） を後方か ら支持 するよう

に当該脊椎 に沿 って延在する。支持部 1 0 は、棒状 を している。 図 2 か らわ

かるように、支持部 1 0 は、正面視 で一直線状 を している。他方、支持部 1

0 は、 図 3 か らわかるように、側面視 で湾曲 している。具体的には、支持部

1 0 は、脊椎 の湾曲に対応する湾曲形状 を有 している。

[001 3] 支持部 1 0 の幅 d 1 (図 2 参照）は、 5 c m以上 1 O c m以下であること

が好 ま しい。支持部 1 0 の長 さ d 2 は、 3 0 c m以上であることが好 ま しい

。 ここで、長 さ d 2 は、正面視 での支持部 1 0 の高 さと して定義 される。 ま

た、支持部 1 0 の厚みは、 5 m m以上 2 c m以下であることが好 ま しい。支

持部 1 0 の材料 と しては、例 えば、 プラスチ ック、木材、又 は金属 を用いる

ことがで きる。

[0014] 支持部 1 0 の湾曲形状 は、弾性変形可能であることが好 ま しい。 ここで、

支持部 1 0 の湾曲形状 が弾性変形可能であるとは、 図 4 に示すように、使用

時 に人の背 中か ら受 ける反作用の力 によって支持部 1 0 の湾曲形状 が変化す

る （湾曲の程度 が小 さ くなる）が、背 中を離 す と元の湾曲形状 に戻 るとい う

ことである。 同図においては、左側 が背 中を離 した状態での支持部 1 0 を示

し、右側 が使用時の支持部 1 0 を示 している。 かかる構成 の支持部 1 0 は、

その剛性 を調整 することによ り実現 することがで きる。

[001 5] 支持部 1 0 は、形状記憶性 を有 していて もよい。 その場合、形状記憶材料

を用いて支持部 1 0 を形成 すればよい。形状記憶材料 と しては、例 えば、形

状記憶樹脂、形状記憶合金、形状記憶不織布、又 は形状記憶紙 が挙 げ られる

[001 6] 支持部 1 0 の下端 には、 固定部 2 0 が接続 されている。 固定部 2 0 は、板

状 を している。 この固定部 2 0 は、 図 5 に示すように、着座姿勢 にある人の

臀部 と座面 との間に挟み込 まれる。 同図は、着座姿勢補助具 1 の使用時の状

態 を示 している。 すなわち、 同図においては、座面 8 2 及び背 もたれ 8 4 を



有 する椅子 8 0 に人 9 0 が着座 している。 そ して、着座姿勢 にある人 9 0 の

脊椎 9 2 が、支持部 1 0 によって後方か ら支持 されている。

[001 7] 固定部 2 0 は、 図 6 に示すように、支持部 1 0 に対 して折畳み可能である

。 すなわち、 固定部 2 0 と支持部 1 0 とは、身体左右方向 （図 6 における紙

面 に垂直な方向） に平行な軸 回 りに互 いに回動可能である。 ただ し、支持部

0 が固定部 2 0 に対 して後方 に倒 れないように、 回動可能な範囲は、一定

の範囲 （図 6 に矢印で示 した範囲） に制 限されている。 このように回動可能

な構成 は、例 えば、支持部 1 0 と固定部 2 0 とを蝶番 を介 して接続すること

によ り実現 することがで きる。

[001 8] 固定部 2 0 は、支持部 1 0 に対 して着脱可能であることが好 ま しい。 こ こ

で、着脱可能であるとは、着座姿勢補助具 1 を損傷 することな く、 固定部 2

0 を支持部 1 0 に対 して取 り付 けた り取 り外 した りで きるとい うことである

[001 9] 固定部 2 0 の幅 d 3 (図 2 参照）は、支持部 1 0 の幅 d 1 よ りも大 きい。

また、 図 3 か らわかるように、 固定部 2 0 の厚みは、支持部 1 0 の厚み よ り

も小 さい。 固定部 2 0 のサイズは、例 えば、幅 d 3 が 2 O c m程度、奥行 d

4 (図 3 参照）が 1 5 c m程度、厚みが 3 m m程度 である。 固定部 2 0 の材

料 と しては、例 えば、 プラスチ ック、木材、又 は金属 を用いることがで きる

。 固定部 2 0 の材料 は、支持部 1 0 の材料 と同 じであ って もよい し、異 な つ

ていて もよい。

[0020] 着 座姿勢補助具 1 の効果 を説明する。着座姿勢補助具 1 においては、脊椎

の湾曲に対応する湾曲形状 を有 する支持部 1 0 が設 け られている。支持部 1

0 は、着座時の脊椎 を後方か ら支持 する （図 5 参照）。 これによ り、着座姿

勢 を補助 することがで きる。 このように着座姿勢 を補助 することは、着座時

の腰 にかかる負担 を軽減 し、腰痛 の予防や緩和 に役立つ。

[0021 ] しか も、支持部 1 0 は、脊椎 に沿 って延在する形状 を している。 このため

、着座姿勢補助具 1 によって覆われる身体の範囲を狭 く限定することがで き

る。実際、本実施形態 において支持部 1 0 が覆 っているのは、背 中における



脊椎近傍の領域のみである。したがって、着座姿勢補助具 1 を使用した状態

であっても、身体の動きが妨げられにくし、。

[0022] また、支持部 1 0 は、細長い形状 （棒状）をしているため、身体左右方向

については狭い範囲を覆う一方で、脊椎の延在方向については広い範囲を覆

うことができる。このため、支持部 1 0 は、身体の動きが妨げられる程度を

抑えつつ、脊椎を安定的に支持するのに適している。

[0023] このように身体左右方向について狭い範囲を覆うという観点から、支持部

1 0 の幅は 1 0 c m以下であることが好ましい。他方、支持部 1 0 の幅が小

さすぎると、脊椎を安定的に支持しにくくなる。かかる観点から、支持部 1

0 の幅は5 c m以上であることが好ましい。また、脊椎の延在方向について

広い範囲を覆うという観点から、支持部 1 0 の長さは3 0 c m以上であるこ

とが好ましい。

[0024] さらに、支持部 1 0 が棒状である場合、着座姿勢補助具 1は、比較的コン

パク卜になるため、持ち運びにも適している。着座姿勢補助具 1 を携帯して

いれば、外出先であっても着座姿勢補助具 1 を使用することが可能となる。

[0025] 支持部 1 0 の湾曲形状が弾性変形可能である場合、着座時の脊椎の湾曲形

状に応じて支持部 1 0 の形状が変化するため、支持部 1 0 の背中に対する密

着性を高めることができる。これにより、着座姿勢補助具 1 による着座姿勢

の補助をより効果的に行うことができる。また、支持部 1 0 が元の湾曲形状

に戻ろうとする力により背中が押圧されるため、リラックス効果等も得られ

る。

[0026] 支持部 1 0 が形状記憶性を有する場合、脊椎の湾曲に沿った形状を支持部

1 0 に記憶させることにより、湾曲形状を有する支持部 1 0 を容易に実現す

ることができる。

[0027] 着座姿勢補助具 1 には、固定部 2 0 が設けられている。これにより、着座

姿勢補助具 1 (支持部 1 0 ) の位置を身体に対して容易に固定することがで

きる。特に固定部 2 0 は、着座姿勢にある人の臀部と座面との間に挟み込ま

れるものである。このため、椅子の背もたれの有無、あるいは背もたれの形



状によらず、着座姿勢補助具 1 を身体に対 して固定することができる。

[0028] 固定部 2 0 は、支持部 1 0 に対 して折畳み可能である。固定部 2 0 を折 り

畳むことにより、着座姿勢補助具 1 が一層コンパク トになるため、着座姿勢

補助具 1 の収納や持ち運びの利便性が向上する。

[0029] 固定部 2 0 の幅は、支持部 1 0 の幅よりも大きい。 このように固定部 2 0

の幅を大きくすることにより、臀部 と座面 との間に挟み込まれた固定部 2 0

が動 きにくくなるため、着座姿勢補助具 1 を身体に対 して強固に固定するこ

とができる。

[0030] 固定部 2 0 の厚みは、支持部 1 0 の厚みよりも小さい。 このように固定部

2 0 の厚みを小さくすることにより、座面 と固定部 2 0 との間の段差が小さ

くなる。かかる段差を小さくすることにより、座 り心地が悪化するのを防 ぐ

ことができる。他方、支持部 1 0 にある程度の剛性を付与する上では、支持

部 1 0 の厚みが大きい方が有利である。かかる観点か ら、支持部 1 0 の厚み

は 5 m m以上であることが好ま しい。ただ し、支持部 1 0 の厚みが大きすぎ

ると、身体 と背もたれとの間隔が広 くな り、座面に深 く腰を掛けることがで

きな くなって しまう。かかる観点か ら、支持部 1 0 の厚みは 2 c m以下であ

ることが好ま しい。

[0031 ] 固定部 2 0 が支持部 1 0 に対 して着脱可能である場合、固定部 2 0 が取 り

外された状態でも、着座姿勢補助具 1 を使用することが可能 となる。なお、

固定部 2 0 が取 り外された状態であっても、背中と背もたれとの間に支持部

0 を挟み込むことにより、着座姿勢補助具 1 を身体に対 して固定すること

ができる。

(第 2 実施形態）

[0032] 図 7 は、本発明による着座姿勢補助具の第 2 実施形態を示す斜視図である

。着座姿勢補助具 2 は、人の着座時の姿勢を補助する補助具であって、支持

部 3 0 及び固定部 2 0 を備えている。固定部 2 0 の構成は、第 1 実施形態に

おいて説明 したとおりである。

[0033] 支持部 3 0 は、着座姿勢にある人の脊椎を後方か ら支持するように当該脊



推に沿って延在する。支持部 3 0 は、脊椎の湾曲に対応する湾曲形状を有 し

ている。本実施形態において支持部 3 0 には、溝部 3 2 が形成されている。

詳細には、支持部 3 0 の正面 （脊椎に対向する面）に溝部 3 2 が形成されて

いる。溝部 3 2 は、支持部 3 0 の延在方向に沿って延在 している。これによ

り、支持部 3 0 は、図 8 に示すように、断面凹形状をしている。同図は、支

持部 3 0 の延在方向に垂直な断面を示 している。溝部 3 2 の幅 d 5 は、 1 c

m以上 3 c m以下であることが好ましい。支持部 3 0 のその他の構成は、第

実施形態で説明 した支持部 1 0 の構成と同様である。

[0034] 着座姿勢補助具 2 の効果を説明する。着座姿勢補助具 2 においては、脊椎

の湾曲に対応する湾曲形状を有する支持部 3 0 が設けられている。支持部 3

0 は、着座時の脊椎を後方から支持する。これにより、着座姿勢を補助する

ことができる。 しかも、支持部 3 0 は、脊椎に沿って延在する形状をしてい

る。このため、着座姿勢補助具 2 によって覆われる身体の範囲を狭 く限定す

ることができる。 したがって、着座姿勢補助具 2 を使用 した状態であっても

、身体の動きが妨げられにくし、。

[0035] 支持部 3 0 には、溝部 3 2 が形成されている。このため、脊椎は、溝部 3

2 に入り込んだ状態で支持部 3 0 によって支持される。これにより、脊椎を

より安定的に支持することができる。このような形で脊椎を支持する上で、

溝部 3 2 の幅は、 1 c m以上 3 c m以下であることが好ましい。

[0036] 本発明による着座姿勢補助具は、上記実施形態に限定されるものではなく

、様々な変形が可能である。上記実施形態においては、支持部 1 0 に固定部

2 0 が接続された例を示 した。 しか し、固定部 2 0 を設けることは必須でな

い。

[0037] 上記各実施形態において、支持部 1 0 ，3 0 には、図 9 に示すように、掛

止部 4 0 が取 り付けられていてもよい。掛止部 4 0 は、椅子の背もたれに掛

止される。ここでは、掛止部 4 0 の一例として、フックを示 している。同図

において、掛止部 4 0 は、支持部 1 0 ，3 0 の背面 （脊椎に対向する面と反

対側の面）に取 り付けられている。掛止部 4 0 の支持部 1 0 ，3 0 に対する



取付 け位置は、可変である。すなわち、掛止部 4 0 は、 よ り高い位置 に取 り

付 けることもで きる し、 よ り低 い位置 に取 り付 けることもで きる。掛止部 4

0 は、支持部 1 0 ， 3 0 に対 して着脱可能であることが好 ま しい。

[0038] かかる掛止部 4 0 を背 もたれに掛止することによ り、支持部 1 0 ， 3 0 を

身体 に対 して容易に固定することがで きる。特 に掛止部 4 0 の支持部 1 0 ，

3 0 に対する取付 け位置は可変であるため、背 もたれの高さ等 に応 じて取付

け位置 を調整することによ り、様 々な椅子の背 もたれに掛止部 4 0 を掛止す

ることがで きる。掛止部 4 0 が支持部 1 0 ， 3 0 に対 して着脱可能である場

合、掛止部 4 0 が取 り外された状態でも、着座姿勢補助具 を使用することが

可能 となる。

[0039] 上記実施形態 においては、 1本の棒状の部材か らなる支持部 を例示 した。

しか し、支持部 は、図 1 0 に示すように、複数のユニ ッ ト部か らな っていて

もよい。 同図において、支持部 5 0 は、 当該支持部 5 0 の延在方向に沿 って

連結 された複数のュニ ッ 卜部 5 2 か らなる。隣 り合 うュニ ッ 卜部 5 2 は、身

体左右方向 （図 1 0 における左右方向）に平行な軸回 りに回動可能である。

ただ し、隣 り合 うユニ ッ ト部 5 2 は、図 1 1 に示すように支持部 5 0 が所定

の湾曲形状 になると、 ロックがかかるように構成 されている。 ロックがかか

ると、一定以上の力 （使用時に人の背中か ら受ける反作用よ りも大 きい力）

を加 えない限 り、回動が制限される。かかる構造であれば、支持部 5 0 を折

り畳む ことが可能 となるので、着座姿勢補助具の収納や持ち運びの利便性が

向上する。

符号の説明

[0040] 1 着座姿勢補助具

着座姿勢補助具

0 支持部

2 0 固定部

3 0 支持部

3 溝部



掛止部

支持部

ュニ ッ 卜部



請求の範囲

着座姿勢 にある人の脊椎 を後方か ら支持するように当該脊椎 に沿 つ

て延在する支持部 を備 え、

前記支持部 は、前記脊椎の湾曲に対応する湾曲形状 を有することを

特徴 とする着座姿勢補助具。

請求項 1 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部の前記湾曲形状 は、弾性変形可能である着座姿勢補助具

請求項 1 又 は 2 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部 は、形状記憶性 を有する着座姿勢補助具。

請求項 1 乃至 3 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部 における前記脊椎 に対向する面 には、 当該支持部の延在

方向に沿 つて延在する溝部が形成 されている着座姿勢補助具。

請求項 4 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記溝部の幅は、 1 c m以上 3 c m以下である着座姿勢補助具。

請求項 1 乃至 5 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部の幅は、 5 c m以上 1 0 c m以下である着座姿勢補助具

[ 請求項7] 請求項 1 乃至 6 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部の長 さは、 3 0 c m以上である着座姿勢補助具。

[ 請求項8] 請求項 1 乃至 7 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部 は、 当該支持部の延在方向に沿 って連結 された複数のュ

ニ ッ 卜部か らな り、

隣 り合 う前記ュニ ッ 卜部 は、身体左右方向に平行な軸回 りに互いに

回動可能である着座姿勢補助具。

[ 請求項 9] 請求項 1 乃至 8 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部 に取 り付 け られ、椅子の背 もたれに掛止される掛止部 を

備 える着座姿勢補助具。



請求項 9 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記掛止部の前記支持部 に対する取付 け位置は、可変である着座姿

勢補助具。

請求項 9 又 は 1 0 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記掛止部 は、前記支持部 に対 して着脱可能である着座姿勢補助具

請求項 1 乃至 1 1 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記支持部の下端 に接続 され、着座姿勢 にある前記人の臀部 と座面

との間に挟み込 まれる固定部 を備 える着座姿勢補助具。

請求項 1 2 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記固定部 は、前記支持部 に対 して折畳み可能である着座姿勢補助

請求項 1 2 又 は 1 3 に記載の着座姿勢補助具 において、

前記固定部の幅は、前記支持部の幅 よ りも大 きい着座姿勢補助具。

請求項 1 2 乃至 1 4 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記固定部の厚みは、前記支持部の厚みよ りも小 さい着座姿勢補助

[ 請求項 16] 請求項 1 2 乃至 1 5 の何れかに記載の着座姿勢補助具 において、

前記固定部 は、前記支持部 に対 して着脱可能である着座姿勢補助具
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